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第8章 調査等の方法 

選定した環境影響評価の項目については、以下に示す方法により調査等を実施する。 

8.1 調査等の概要 

事業の内容から環境影響評価の項目として選定した大気汚染、騒音・振動、水質汚濁、土壌汚染、

地盤、水循環、生物・生態系、日影、電波障害、景観、史跡・文化財、自然との触れ合い活動の場、

廃棄物の 13項目に係る調査等の概要は、表 8.1.1(1)～(5)に示すとおりである。 
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表 8.1.1(1) 調査等の概要 

項目 調査事項 予測事項 予測方法 評価方法 

大 

気 

汚 

染 

1.大気質の状況 
2.気象の状況 
3.地形及び地物の状況 
4.土地利用の状況 
5.発生源の状況 
6.自動車交通量等の状況 
7.法令による基準等 

工 

事 

の 

施 

行 

中 

建設機械の稼
働に伴う一般
粉じんの降下
する量、工事用
車両の走行に
伴う一般粉じ
んの降下する
量 

事例の引用又は解析に
より得られた経験式を
用い、季節別降下ばいじ
ん量を予測する。 

「国土技術政策総合研究所
資料第714号 土木研究所資
料第4254号 道路環境影響
評価の技術手法（平成24年度
版）」（平成25年３月、国土交
通省国土技術政策総合研究
所・独立行政法人土木研究
所）に記載される参考値を指
標として評価する。 

工 

事 

の 

完 

了 

後 

自動車の走行
に伴う二酸化
窒素及び浮遊
粒子状物質（一
次生成物質）の
大気中におけ
る濃度 

正規型プルーム式及び
積算型簡易パフ式の拡
散式により、年平均値を
予測する。 

「環境基本法」（平成５年11
月19日法律第91号）に基づく
「大気の汚染に係る環境基
準について」（昭和48年５月
８日環境庁告示第25号）及び
「二酸化窒素に係る環境基
準について」（昭和53年７月
11日環境庁告示第38号）に定
められる基準に基づき評価
する。 

騒 

音 

･ 

振 

動 

1.騒音･振動の状況 
2.土地利用の状況 
3.発生源の状況 
4.自動車交通量等の状況 
5.地盤及び地形の状況 
6.法令による基準等 

工 

事 

の 

施 

行 

中 

建設機械の稼
働に伴う建設
作業の騒音・振
動レベル 

騒 

 

音 

音の伝搬理論に基
づく予測式として、
日 本 音 響 学 会 の
「ASJ CN-Model 2007」
の工種別予測法を
用い、騒音レベルの
90％レンジの上端
値（LA5、LA,Fmax5）を
予測する。 

「騒音規制法」（昭和43年６
月10日法律第98号）に基づく
「特定建設作業に伴って発
生する騒音の規制に関する
基準」（昭和43年11月27日厚
生省・建設省告示１号）に定
められる基準及び「都民の健
康と安全を確保する環境に
関する条例施行規則」（平成
13年３月９日東京都規則第
34号）（以下、「環境確保条例
施行規則」という。）に定め
られる指定建設作業に関す
る騒音の勧告基準に基づき
評価する。 

振 

 

動 

事例の引用又は解
析により得られた
式を用い、振動レベ
ルの80％レンジの
上端値（L10）を予測
する。 

「振動規制法」（昭和51年６
月10日法律第64号）に定めら
れる特定建設作業に伴って
発生する振動の規制に関す
る基準及び「環境確保条例施
行規則」に定められる指定建
設作業に関する振動の勧告
基準に基づき評価する。 

工事用車両の
走行に伴う道
路 交 通 の 騒
音・振動レベル 

騒 

 

音 

音の伝搬理論に基
づく予測式として、
既存道路の現況の
等価騒音レベルに
工事用車両の影響
を加味した式を用
い、等価騒音レベル
（LAeq）を予測する。 

「環境基本法」（平成５年11
月19日法律第91号）に基づく
「騒音に係る環境基準につ
いて」（平成10年９月30日環
境省告示第64号）に定められ
る基準に基づき評価する。 
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表 8.1.1(2) 調査等の概要 

項目 調査事項 予測事項 予測方法 評価方法 

騒 

音 

･ 

振 

動 

1.騒音･振動の状況 
2.土地利用の状況 
3.発生源の状況 
4.自動車交通量等の状況 
5.地盤及び地形の状況 
6.法令による基準等 

工 

事 

の 

施 

行 

中 

工事用車両の
走行に伴う道
路 交 通 の 騒
音・振動レベル 

振 

 

動 

振動レベルの80％
レンジの上端値を
予測するための式
（旧建設省土木研
究所の提案式）を用
い、既存道路の現況
の振動レベルに工
事用車両の影響を
加味して、振動レベ
ルの80％レンジの
上端値（L10）を予測
する。 

「振動規制法」（昭和51年６
月10日法律第64号）に定めら
れる道路交通振動の要請限
度及び「都民の健康と安全を
確保する環境に関する条例」
（平成12年12月22日東京都
条例第215号）（以下、「環境
確保条例」という）に定めら
れる日常生活等に適用する
規制基準に基づき評価する。 

 

工 

事 

の 

完 

了 

後 

自動車の走行
に伴う道路交
通の騒音・振動
レベル 

騒 

 

音 

音の伝搬理論に基
づく予測式として、
「日本音響学会の
「ASJ RTN-Model」と
して「ASJ RTN-Model 
2018」を用い、等価
騒音レベル（LAeq）
を予測する。 

「環境基本法」（平成５年11
月19日法律第91号）に基づく
「騒音に係る環境基準につ
いて」（平成10年９月30日環
境省告示第64号）に定められ
る基準に基づき評価する。 

振 

 

動 

振動レベルの80％
レンジの上端値を
予測するための式
（旧建設省土木研
究所の提案式）を用
い、振動レベルの
80％レンジの上端
値（L10）を予測する。 

「振動規制法」（昭和51年６
月10日法律第64号）に定めら
れる道路交通振動の要請限
度及び「環境確保条例」に定
められる日常生活等に適用
する規制基準に基づき評価
する。 

 自動車の走行
に伴う橋梁構
造物からの低
周波音圧レベ
ル 

既存調査結果により導
かれた予測式を用い、低
周波音圧レベル（L50、LG5）
を予測する。 

「一般環境中に存在する低
周波音圧レベル」及び
「ISO7196に規定されたＧ特
性低周波音圧レベル」を指標
として評価する。 

 
 
 
 



91 

表 8.1.1(3) 調査等の概要 

項目 調査事項 予測事項 予測方法 評価方法 

水 

質 

汚 

濁 

1.水質等の状況 

2.水域の状況 

（河川の状況） 

3.気象の状況 

4.公共用水域等の利用

の状況 

5.発生源の状況 

6.法令による基準等 

工 

事 

の 

施 

行 

中 

施設の建設に

伴う水の濁り

（SS）の濃度、

水底の掘削に

伴う水の濁り

（SS）の濃度、

水底の掘削に

伴う水の汚れ

（pH）の状態 

事例の引用又は解析に

よる手法により予測す

る。 

「水質等の状況に著しい影

響を及ぼさないこと」を指標

として評価する。 

土 

壌 

汚 

染 

1.土地利用の履歴等の

状況 

2.土壌汚染の状況 

3.法令による基準等 

工 

事 

の 

施 

行 

中 

工事の施行に

伴う土壌汚染

の新たな土地

への拡散の可

能性の有無 

既存資料調査結果及び

施工計画の内容を踏ま

えて定性的に予測する。 

「新たな地域に土壌汚染を

拡散させないこと」を指標と

して評価する。 

地 

 

盤 

1.地盤の状況 

2.地下水の状況 

3.地盤沈下の状況 

4.土地利用の状況 

5.法令による基準等 

工 

事 

の 

施 

行 

中 

及 

び 

完 

了 

後 

地下構造部の

掘削工事及び

地下構造物の

存在に伴う地

盤の変形の範

囲及びその程

度 

施工計画、事業計画及び

現地調査結果等を踏ま

えて定性的に予測する。 

「地盤の変形により周辺の

建築物等に影響を及ぼさな

いこと」を指標として評価す

る。 

地下構造部の

掘削工事及び

地下構造物の

存在に伴う地

下水の水位及

び流況の変化

の程度、地盤沈

下の範囲及び

その程度 

施工計画、事業計画及び

現地調査結果等を踏ま

えて定性的に予測する。 

「地盤沈下により周辺の建

築物等に影響を及ぼさない

こと」を指標として評価す

る。 

水 

循 

環 

1.水域の状況（地下水、

湧水等の状況） 

2.気象の状況 

3.地形･地質、土質等の

状況 

4.土地利用の状況 

工 

事 

の 

施 

行 

中 

及 

び 

完 

了 

後 

地下構造部の

掘削工事及び

地下構造物の

存在に伴う地

下水の水位、流

況の変化の程

度 

施工計画、事業計画及び

現地調査結果等を踏ま

えて定性的に予測する。 

「地下水、湧水等の状況に著

しい影響を及ぼさないこと」

を指標として評価する。 
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表 8.1.1(4) 調査等の概要 

項目 調査事項 予測事項 予測方法 評価方法 

生 

物 

･ 

生 

態 

系 

1.生物 

a.陸上植物の状況 

b.陸上動物の状況 

c.水生生物の状況 

d.生息（育）環境 

e.緑の量 

f.法令による基準等 

 

工 

事 

の 

施 

行 

中 

及 

び 

完 

了 

後 

工事の施行及

び計画道路の

存在に伴う植

物相及び植物

群落、動物相及

び動物群集、水

生生物相、生息

(育)環境の変

化の内容及び

その程度、計画

道路の存在に

伴う緑の量の

変化の内容及

びその程度 

施工計画、事業計画及び

現地調査結果等を踏ま

えて、陸上植物、陸上動

物、水生生物、生息（育）

環境及び緑の量の変化

の程度を把握して予測

する。 

「生物･生態系の多様性に著

しい影響を及ぼさないこと」

を指標として評価する。 

2.生態系 

a.陸水域生態系の状況 

b.法令による基準等 

工事の施行及

び計画道路の

存在に伴う陸

水域生態系の

変化の内容及

びその程度 

施工計画、事業計画及び

現地調査結果等を踏ま

えて、陸水域生態系の変

化の程度を把握して予

測する。 

 

日 

 

影 

1.日影が生じることによ

る影響に特に配慮すべ

き施設等の状況 

2.既存建築物の状況 

3.地形の状況 

4.土地利用の状況 

5.法令による基準等 

工 

事 

の 

完 

了 

後 

橋梁構造物の

存在に伴う冬

至日における

日影の範囲、日

影となる時刻、

時間数等の日

影の状況の変

化の程度 

冬至日の真太陽時で午

前８時から午後４時ま

でに生じる時刻別日影

図、等時間日影図等の作

成による方法により予

測する。 

「公共施設の設置に起因す

る日陰により生じる損害等

に係る費用負担について」

（昭和51年２月23日建設省

計用発第４号）に定められる

日陰時間を指標として評価

する。 

電 

波 

障 

害 

1.テレビ電波の受信状況 

2.テレビ電波の送信状況 

3.高層建築物及び住宅等

の分布状況 

4.地形の状況 

工 

事 

の 

完 

了 

後 

橋梁構造物の

存在に伴うテ

レビ電波の遮

蔽障害及び反

射障害 

「建造物障害予測の手

引き 地上デジタル放

送」（平成17年３月、社

団法人日本CATV技術協

会）に示される方法より

予測する。 

「橋梁構造物によりテレビ

電波の受信障害をおこさな

いこと」を指標として評価す

る。 

景 

 

観 

1.地域景観の特性 

2.代表的な眺望地点及び

眺望の状況 

3.土地利用の状況 

4.都市の景観の保全に関

する方針等 

5.法令による基準等 

工 

事 

の 

完 

了 

後 

計画道路の存

在に伴う地域

景観の特性の

変化の程度 

事業計画、現地調査結果

等を踏まえて定性的に

予測する。 

「東京都景観条例」（平成 18

年 10 月 12 日東京都条例第

136 号）に基づく「公共事業

景観形成指針（公共事業の景

観づくり指針）」（東京都）に

定められる道路・鉄道・モノ

レールに係る景観づくり指

針を指標として評価する。 

計画道路の存

在に伴う代表

的な眺望地点

からの眺望の

変化の程度 

完成予想図（フォトモン

タージュ）の作成により

予測する。 

史 

跡 

･ 

文 

化 

財 

1.文化財の状況 

2.埋蔵文化財包蔵地の状

況 

3.法令による基準等 

工 

事 

の 

施 

行 

中 

工事の施行に

伴う埋蔵文化

財包蔵地の改

変の程度 

埋蔵文化財包蔵地の分

布図と対象事業とを重

ね合わせる方法により

予測する。 

「文化財保護法」（昭和 25

年５月 30 日法律第 214 号）

等に定められる規定に基づ

き評価する。 
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表 8.1.1(5) 調査等の概要 

項目 調査事項 予測事項 予測方法 評価方法 

自 

然 

と 

の 

触 

れ 

合 

い 

活 

動 

の 

場 

1.主要な自然との触れ合

い活動の場の状況 

a.自然との触れ合い活

動の場の名称、位置、

規模、区域及び分布

状況 

b.自然との触れ合い活

動の場が持つ機能及

び利用状況、利用経

路 

2.地形等の状況 

3.土地利用の状況 

工 

事 

の 

施 

行 

中 

及 

び 

完 

了 

後 

工事の施行及

び計画道路の

存在に伴う自

然との触れ合

い活動の場の

改変の程度、

機能の変化の

程度 

現地調査等により把握

した自然との触れ合い

活動の場の位置、区域及

び分布状況と対象事業

を重ね合わせる方法に

より予測する。 

「自然との触れ合い活動の

場に著しい影響を及ぼさな

いこと」を指標として評価す

る。 

廃 

棄 

物 

1.撤去建造物及び伐採樹

木等の状況 

2.建設発生土の状況 

3.廃棄物の処理の状況 

4.法令による基準等 

工 

事 

の 

施 

行 

中 

工事の施行に

伴う建設廃棄

物及び建設発

生 土 の 排 出

量、再利用量、

再資源化量及

び処理・処分

方法 

施工計画の内容等から

工事の施行に伴う建設

廃棄物及び建設発生土

の排出量、再利用量、再

資源化量を推定する方

法とする。 

「廃棄物の処理及び清掃に

関する法律」（昭和 45 年 12

月 25 日法律第 137 号）、「資

源の有効な利用の促進に関

する法律」（平成３年４月 26

日法律第 48 号）、「建設工事

に係る資材の再資源化等に

関する法律」（平成 12年５月

31 日法律第 104 号）等に定

められる事業者の責務を指

標として評価する。 
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8.2 項目別の調査等の方法 

8.2-1 大気汚染 

 (1) 調査事項 

調査事項及びその選定理由は、表 8.2.1 に示すとおりである。 

 
表 8.2.1 調査事項及びその選定理由 

調査事項 選 定 理 由 

1.大気質の状況 

2.気象の状況 

3.地形及び地物の状況 

4.土地利用の状況 

5.発生源の状況 

6.自動車交通量等の状況 

7.法令による基準等 

工事の施行中における建設機械の稼働及び工事用車両の走行に

伴い発生する一般粉じん、工事の完了後における自動車の走行に

伴い発生する二酸化窒素、浮遊粒子状物質により、大気質へ影響

を及ぼすおそれがあることから、計画道路及びその周辺につい

て、左記の事項に係る調査が必要である。 

 
 (2) 調査方法 

調査方法は、既存資料調査及び現地調査とする。 

調査方法は表 8.2.2（既存資料調査）及び表 8.2.3（現地調査）に、調査地点は図 8.2.1（大気

質現地調査）及び図 8.2.2（自動車交通量現地調査）に示すとおりである。なお、大気質の既存調

査地点は、図 6.2.1（39 ページ参照）に示したとおりである。 

 
表 8.2.2 調査方法（既存資料調査） 

調査事項 調査範囲等 使用する主な資料 備 考 

1.大気質の状況 
a.二酸化窒素 
b.浮遊粒子状物質 

計画道路 
及び 
その周辺 

・「東京都自動車排出ガス測定局（自排局）の測定結
果」（東京都） 

・「大気汚染常時監視測定結果」（八王子市） 

最新の資料を
参考とする。 

2.気象の状況 

・「東京都自動車排出ガス測定局（自排局）の測定結
果」（東京都） 

・「大気汚染常時監視測定結果」（八王子市） 
・「気象統計情報」（気象庁） 

3.地形及び地物の状況 
・「地形図」（国土地理院） 
・「東京都総合地盤図（Ⅱ）」（東京都） 
・「地形分類図（八王子・藤沢・上野原）」（東京都） 

4.土地利用の状況 
・「東京都土地利用現況図」（東京都） 
・「日野都市計画図」（日野市） 
・「八王子都市計画図」（八王子市） 

5.発生源の状況 
・「東京都土地利用現況図」（東京都） 
・「日野都市計画図」（日野市） 
・「八王子都市計画図」（八王子市） 

6.自動車交通量等の状況 
・「全国道路・街路交通情勢調査 一般交通量調査」

（国土交通省） 

7.法令による基準等 

・「環境基本法」（平成５年法律第91号） 
・「大気の汚染に係る環境基準について」（昭和48年環

境庁告示第25号） 
・「二酸化窒素に係る環境基準について」（昭和53年環

境庁告示第38号） 
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表 8.2.3 調査方法（現地調査） 

調査事項 調査範囲･地点 調査時期･期間等 調査（測定）方法 

1.大気質の状況 

a.二酸化窒素 

b.浮遊粒子状物質 

計画道路及びその周辺を対

象とし、周辺の土地利用状

況等から計画道路周辺を代

表する地点を設定する。 

・一般環境：２地点 

・道路交通：１地点 

（図 8.2.1参照） 

４季節について、

７日間連続測定を

行う。 

・春季 

・夏季 

・秋季 

・冬季 

「大気の汚染に係る環境基準につい

て」（昭和48年５月８日環境庁告示第25

号）及び「二酸化窒素に係る環境基準

について」（昭和53年７月11日環境庁告

示第38号）に定められる測定方法とす

る。 

2.気象の状況 

a.風向 

b.風速 

大気質測定と同時

に実施する。 

「地上気象観測指針」（平成14年３月、

気象庁）に定められる方法とする。 

3.自動車交通量等の

状況 

a.自動車交通量 

b.平均走行速度 

自動車交通量： 

計画道路周辺の主要交差

点４地点を設定する。 

（図 8.2.2 参照） 

秋季の平日につい

て、24時間連続調

査を１回実施す

る。 

「全国道路・街路交通情勢調査 一般

交通量調査」（国土交通省）と同様の方

法とする。 

平均走行速度： 

計画道路周辺の主要道路 

秋季の平日につい

て、自動車交通量

調査と同日に24時

間連続で１時間に

１回実施する。 

計画道路周辺の主要道路において、車

両が一定区間を通過する時間を計測す

る。 

 
 



 

9
6
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 8.2.1 大気質、気象調査地点位置図 

大気質、気象現地調査地点（一般環境大気質） 
大気質、気象現地調査地点（道路交通大気質） 



 

9
7
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

図 8.2.2 自動車交通量等調査地点位置図 

自動車交通量等現地調査地点 
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 (3) 予測及び評価の方法 

予測及び評価の方法は、表 8.2.4（1）、（2）に示すとおりである。 

 
表 8.2.4（1） 予測及び評価の方法 

予測事項 
予測の 

対象時点 
予測地域･地点 予測方法 評価方法 

工 

事 

の 

施

行

中 

建設機械の稼働

に伴う一般粉じ

んの降下する量 

建設機械の稼

働に伴う一般

粉じんに係る

環境影響が最

大となる時点 

予測地域は、大
気質に影響を
及ぼすおそれ
のある地域と
する。 
予測地点は、建
設機械が稼働
する区域の予
測断面におけ
る工事施工ヤ
ードの敷地境
界線とする。予
測高さは、原則
と し て 地 上
1.5mとする。 

「国土技術政策総合研

究所資料第714号 土

木研究所資料第4254号 

道路環境影響評価の技

術手法（平成24年度

版）」（平成25年３月、

国土交通省国土技術政

策総合研究所・独立行

政法人土木研究所）（以

下、「技術手法」とい

う。）に記載の事例の引

用又は解析により得ら

れた経験式を用い、季

節別降下ばいじん量を

予測する。 

 

※事業計画を基に、計

画道路内で使用する

建設機械及び工事用

車両台数等を設定

し、季節別降下ばい

じん量を算出する。 

※予測条件の設定にあ

たっては、現地調査

結果と相関の高い大

気汚染常時監視測定

局等のデータを使用

する等、大気質及び

気象の現地調査結果

を活用する。 

 

予測の結果及び以下に示す評

価の指標に基づき、地域の特

性及び環境保全のための措置

を勘案して評価する。 

 

＜評価の指標＞ 

「技術手法」に記載される参

考値（降下ばいじんの参考と

なる値） 

 

※粉じん等については、国等

による基準又は目標は示さ

れていないが、参考となる

指標として、上記の指標が

ある。 
工事用車両の走

行に伴う一般粉

じんの降下する

量 

工事用車両の

走行に伴う一

般粉じんに係

る環境影響が

最大となる時

点 

予測地域は、大
気質に影響を
及ぼすおそれ
のある地域と
する。 
予測地点は、工
事用道路の接
続が予想され
る既存道路等、
工事用車両が
既存交通に合
流する地点の
近傍で、当該既
存道路の沿道
の状況を勘案
し、既存道路の
代表的な断面
における敷地
境界線とする。
予測高さは、原
則として地上
1.5mとする。 

 
 
 



99 

表 8.2.4（2） 予測及び評価の方法 

予測事項 
予測の 

対象時点 
予測地域･地点 予測方法 評価方法 

工 

事 

の 

完 

了 

後 

自動車の走行に

伴う二酸化窒素

及び浮遊粒子状

物質（一次生成物

質）の大気中にお

ける濃度 

計画道路の供

用時点及び周

辺の道路網が

概ね整備され

ると想定され

る時点 

予測地域は、大

気質に影響を

及ぼすおそれ

のある地域と

する。 

予測地点は、予

測地域の中か

ら、道路構造、

自動車交通量、

地形及び地物、

土地利用の状

況等を考慮し

て設定する。予

測高さは、原則

と し て 地 上

1.5mとする。 

「技術手法」に記載の

正規型プルーム式及び

積算型簡易パフ式の拡

散式により、年平均値

を予測する。 

 

※計画道路の供用時点

及び周辺の道路網が

概ね整備されると想

定される時点におけ

る将来交通量予測結

果を基に算出する。 

※予測条件の設定にあ

たっては、現地調査

結果と相関の高い大

気汚染常時監視測定

局等のデータを使用

する等、大気質及び

気象の現地調査結果

を活用する。 

 

予測の結果及び以下に示す評

価の指標に基づき、地域の特

性及び環境保全のための措置

を勘案して評価する。 

ただし、浮遊粒子状物質につ

いては、一次生成物質のみを

算定し、評価を行う。 

 

＜評価の指標＞ 

「環境基本法」（平成５年11月

19日法律第91号）に基づく「大

気の汚染に係る環境基準につ

いて」（昭和48年５月８日環境

庁告示第25号）及び「二酸化

窒素に係る環境基準につい

て」（昭和53年７月11日環境庁

告示第38号）に定められる基

準 
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8.2-2 騒音･振動 

 (1) 調査事項 

調査事項及びその選定理由は、表 8.2.5 に示すとおりである。 

 
表 8.2.5 調査事項及びその選定理由 

調査事項 選 定 理 由 

1.騒音･振動の状況 

2.土地利用の状況 

3.発生源の状況 

4.自動車交通量等の状況 

5.地盤及び地形の状況 

6.法令による基準等 

工事の施行中における建設機械の稼働及び工事用車両の走行に伴

う騒音・振動、工事の完了後における自動車の走行に伴う道路交通

の騒音・振動、橋梁構造物からの低周波音により影響を及ぼすおそ

れがあることから、計画道路及びその周辺について、左記の事項に

係る調査が必要である。 

 
 (2) 調査方法 

調査方法は、既存資料調査及び現地調査とする。 

調査方法は表 8.2.6（既存資料調査）及び表 8.2.7（現地調査）に、調査地点は図 8.2.3 に示

すとおりである。なお、騒音･振動の既存調査地点は、図 6.2.9（49 ページ参照）に示したとおり

である。 

 
表 8.2.6 調査方法（既存資料調査） 

調査事項 調査範囲等 使用する主な資料 備 考 

1.騒音･振動の状況 

計画道路 

及び 

その周辺 

・「自動車交通騒音・振動調査結果」（東京都） 

最新の資料を

参考とする。 

2.土地利用の状況 

・「東京都土地利用現況図」（東京都） 

・「日野都市計画図」（日野市） 

・「八王子都市計画図」（八王子市） 

3.発生源の状況 

・「東京都土地利用現況図」（東京都） 

・「日野都市計画図」（日野市） 

・「八王子都市計画図」（八王子市） 

・「騒音規制法、振動規制法に基づく各種届出状況」 

（東京都、日野市、八王子市） 

4.自動車交通量等の状況 
・「全国道路・街路交通情勢調査 一般交通量調査」 

（国土交通省） 

5.地盤及び地形の状況 

・「地形図」（国土地理院） 

・「東京都総合地盤図（Ⅱ）」（東京都） 

・「地形分類図（八王子・藤沢・上野原）」（東京都） 

・「表層地質図（八王子・藤沢・上野原）」（東京都） 

6.法令による基準等 

・「環境基本法」（平成５年法律第91号） 

・「騒音規制法」（昭和43年法律第98号） 

・「振動規制法」（昭和51年法律第64号） 

・「騒音に係る環境基準について」（平成10年環境省告示第64号） 

・「特定建設作業に伴つて発生する騒音の規制に関する

基準」（昭和43年厚生省・建設省告示１号） 

・「環境確保条例」（平成12年東京都条例第215号） 

・「環境確保条例施行規則」（平成13年東京都規則第34号） 

・「一般環境中に存在する低周波音圧レベル」 

・「ISO7196に規定されたＧ特性低周波音圧レベル」 
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表 8.2.7 調査方法（現地調査） 

調査事項 調査範囲･地点 調査時期･期間等 調査（測定）方法 

1.騒音･振動の状況 

a.騒音 

b.振動 

c.低周波音 

騒 

音 

及 

び 

振 

動 

計画道路及びその周

辺とし、周辺の土地利

用状況等から計画道

路周辺を代表する地

点を設定する。 

・一般環境：２地点 

・道路交通：５地点 

（図 8.2.3参照） 

秋季の平日につい

て、24時間連続調

査を１回実施す

る。 

騒音： 

「騒音に係る環境基準について」（平

成10年９月 30日環境省告示第64号）

に定められる測定方法とする。 

振動： 

「振動規制法施行規則」（昭和 51 年 11

月 10 日総理府令第 58 号）に定められ

る測定方法とする。 

 

低 

周 

波 

音 

計画道路と浅川との

交差部（橋梁構造部）

付近を対象とし、代表

する１地点を設定す

る。（図 8.2.3参照） 

 「低周波音の測定方法に関するマニュ

アル」（平成12年10月、環境庁）に定め

られる測定方法とする。 

2.自動車交通量等の状況 

a.自動車交通量 

b.平均走行速度 

自動車交通量： 

計画道路周辺の主

要交差点４地点を

設定する。 

（図 8.2.2 参照） 

秋季の平日につい

て、騒音・振動調

査と同日に24時間

連続調査を１回実

施する。 

「全国道路・街路交通情勢調査 一般交

通量調査」（国土交通省）と同様の方法

により測定する。 

 平均走行速度： 

計画道路周辺の主

要道路 

秋季の平日につい

て、自動車交通量

調査と同日に24時

間連続で１時間に

１回実施する。 

計画道路周辺の主要道路において、車両

が一定区間を通過する時間を計測して

測定する。 

3.地盤及び地形の状況 

a.地盤卓越振動数 

 

計画道路及びその周

辺とし、周辺の土地利

用状況等から計画道

路周辺を代表する６

地点を設定する。 

（図 8.2.3参照） 

騒音・振動調査と

同時に１回実施す

る。 

大型車単独走行時の地盤振動を周波数

分析して求める。 

 



 

1
0
2
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 8.2.3 騒音･振動、地盤及び地形調査地点位置図 

一般環境騒音・振動現地調査地点 
一般環境騒音・振動・低周波音現地調査地点 
道路交通騒音・振動、地盤卓越振動数現地調査地点 
地盤卓越振動数現地調査地点 
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 (3) 予測及び評価の方法 

予測及び評価の方法は、表 8.2.8(1)、(2)に示すとおりである。 

 

表 8.2.8(1) 予測及び評価の方法 

予測事項 
予測の 

対象時点 
予測地域･ 

地点 
予測方法 評価方法 

工 

事 

の 

施 

行 

中 

建設機械の稼働
に伴う建設作業
の騒音・振動レ
ベル 

建設機械の
稼働に伴う
建設作業の
騒音・振動
に係る環境
影響が最大
となる時点 

予測地域は、
事業に伴い発
生する騒音・
振動が日常生
活に影響を及
ぼすおそれの
ある地域とす
る。 
予測地点は、
建設機械が稼
働する区域の
予測断面にお
ける工事施工
ヤードの敷地
境 界 線 と す
る。予測高さ
は、原則とし
て地上1.2mと
する。 

騒音： 
音の伝搬理論に基づく
予測式として、「技術手
法」に記載の日本音響学
会 の 「 ASJ CN-Model 
2007」の工種別予測法を
用い、騒音レベルの90％
レンジの上端値（LA5、
LA,Fmax5）を予測する。 

振動： 
「技術手法」に記載の事
例の引用又は解析によ
り得られた式を用い、振
動レベルの80％レンジ
の上端値（L10）を予測す
る。 
 

※事業計画を基に、計画道

路内で使用する建設機

械台数等を設定し、騒音

レベル・振動レベルを算

出する。 

 

予測の結果及び以下に示す評価
の指標に基づき、地域の特性及び
環境保全のための措置を勘案し
て評価する。 
 
＜評価の指標＞ 
騒音： 

「騒音規制法」（昭和43年６月
10日法律第98号）に基づく「特
定建設作業に伴って発生する
騒音の規制に関する基準」（昭
和43年11月27日厚生省・建設
省告示１号）に定められる基
準及び「環境確保条例施行規
則」に定められる指定建設作
業に関する騒音の勧告基準 

振動： 
「振動規制法」（昭和51年６月
10日法律第64号）に定められ
る特定建設作業に伴って発生
する振動の規制に関する基準
及び「環境確保条例施行規則」
に定められる指定建設作業に
関する振動の勧告基準 

工事用車両の走
行に伴う道路交
通の騒音・振動
レベル 

工事用車両
の走行に伴
う道路交通
の騒音・振
動に係る環
境影響が最
大となる時
点 

予測地域は、
事業に伴い発
生する騒音・
振動が日常生
活に影響を及
ぼすおそれの
ある地域とす
る。 
予測地点は、
工事用道路の
接続が予想さ
れる既存道路
等、工事用車
両が既存交通
に合流する地
点の近傍で、
当該既存道路
の沿道の状況
を勘案し、既
存道路の代表
的な断面にお
ける敷地境界
線とする。予
測高さは、原
則として地上
1.2mとする。 

騒音： 
音の伝搬理論に基づく
予測式として、「技術手
法」に記載の既存道路の
現況の等価騒音レベル
に工事用車両の影響を
加味した式を用い、等価
騒音レベル（LAeq）を予
測する。 

振動： 
「技術手法」に記載の振
動レベルの80％レンジ
の上端値を予測するた
めの式（旧建設省土木研
究所の提案式）を用い、
既存道路の現況の振動
レベルに工事用車両の
影響を加味して、振動レ
ベルの80％レンジの上
端値（L10）を予測する。 

 

※事業計画を基に、工事用

車両台数等を設定し、騒

音レベル・振動レベルを

算出する。 
 

予測の結果及び以下に示す評価
の指標に基づき、地域の特性及び
環境保全のための措置を勘案し
て評価する。 
 
＜評価の指標＞ 
騒音： 

「環境基本法」（平成５年11月
19日法律第91号）に基づく「騒
音に係る環境基準について」
（平成10年９月30日環境省告
示第64号）に定められる基準 

振動： 
「振動規制法」（昭和 51 年６
月 10 日法律第 64 号）に定め
られる道路交通振動の要請限
度及び「環境確保条例」に定
められる日常生活等に適用す
る規制基準 
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表 8.2.8(2) 予測及び評価の方法 

予測事項 
予測の 

対象時点 

予測地域･ 

地点 
予測方法 評価方法 

工 

事 

の 

完 

了 

後 

自動車の走行に
伴う道路交通の
騒音・振動レベ
ル 

計画道路
の供用時
点及び周
辺の道路
網が概ね
整備され
ると想定
される時
点 

予測地域は、事

業に伴い発生

する騒音・振動

が日常生活に

影響を及ぼす

おそれのある

地域とする。 

予測地点は、予

測地域の中か

ら、道路構造、

通過交通量、沿

道の建物の状

況等を考慮し

て設定する。予

測高さは、幹線

道路近接空間

及び背後地に

おける住居等

の各階の平均

的な高さとす

る。 

騒音： 
音の伝搬理論に基づく
予測式として、「国土技
術政策総合研究所資料
第1124号 道路環境影
響評価の技術手法（令和
２年度版）」（令和２年９
月、国土交通省国土技術
政策総合研究所）に記載
の日本音響学会の「ASJ 
RTN-Model」として「ASJ 
RTN-Model 2018」を用
い、等価騒音レベル
（LAeq）を予測する。 

振動： 

「技術手法」に記載の振
動レベルの80％レンジ
の上端値を予測するた
めの式（旧建設省土木研
究所の提案式）を用い、
振動レベルの80％レン
ジの上端値（L10）を予測
する。 

 

※計画道路の供用時点及
び周辺の道路網が概ね
整備されると想定され
る時点における将来交
通量予測結果を基に算
出する。 

予測の結果及び以下に示す評価
の指標に基づき、地域の特性及
び環境保全のための措置を勘案
して評価する。 
 
＜評価の指標＞ 
騒音： 

「環境基本法」（平成５年11
月19日法律第91号）に基づく
「騒音に係る環境基準につい
て」（平成10年９月30日環境省
告示第64号）に定められる基
準 

振動： 
「振動規制法」（昭和51年６月
10日法律第64号）に定められ
る道路交通振動の要請限度及
び「環境確保条例」に定めら
れる日常生活等に適用する規
制基準 

自動車の走行に

伴う橋梁構造物

からの低周波音

圧レベル 

計画道路
の供用時
点及び周
辺の道路
網が概ね
整備され
ると想定
される時
点 

予測地域は、低

周波音の伝搬

の特性を踏ま

えて事業に伴

い発生する低

周波音が日常

生活に影響を

及ぼすおそれ

のある地域と

する。 

予測地点は、予

測地域の中か

ら、橋梁構造部

の上部工形、通

過交通量、沿道

の建物の状況

等を考慮して

設定する。予測

高さは、原則と

して地上1.2m

とする。 

「技術手法」に記載の既存

調査結果により導かれた

予測式を用い、低周波音圧

レベル（L50、LG5）を予測

する。 

 

※計画道路の供用時点及

び周辺の道路網が概ね

整備されると想定され

る時点における将来交

通量予測結果を基に算

出する。 

予測の結果及び以下に示す評価

の指標に基づき、地域の特性及

び環境保全のための措置を勘案

して評価する。 

 

＜評価の指標＞ 

「一般環境中に存在する低周波

音圧レベル」及び「ISO7196に規

定されたＧ特性低周波音圧レベ

ル」 

 

※低周波音については、国等に

よる基準又は目標は示されて

いないが、参考となる指標と

して、上記の指標がある。 
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8.2-3 水質汚濁 

 (1) 調査事項 

調査事項及びその選定理由は、表 8.2.9 に示すとおりである。 

 
表 8.2.9 調査事項及びその選定理由 

調査事項 選 定 理 由 

1.水質等の状況 

2.水域の状況（河川の状況） 

3.気象の状況 

4.公共用水域等の利用の状況 

5.発生源の状況 

6.法令による基準等 

工事の施行中における施設の建設に伴う水の濁り(SS)、水底の掘

削に伴う水の濁り(SS)及び水底の掘削と併せて実施するコンクリ

ート工事に伴う水の汚れ(pH)により、水質への影響を及ぼすおそ

れがあることから、計画道路及びその周辺について、左記の事項

に係る調査が必要である。 

 
 (2) 調査方法 

調査方法は、既存資料調査及び現地調査とする。 

調査方法は表 8.2.10（既存資料調査）及び表 8.2.11（現地調査）に、調査地点は図 8.2.4 に

示すとおりである。なお、水質汚濁の既存調査地点は、図 6.2.10（53 ページ参照）に示したとお

りである。 
 

表 8.2.10 調査方法（既存資料調査） 

調査事項 調査範囲等 使用する主な資料 備 考 

1.水質等の状況 

計画道路 

及び 

その周辺 

・「水文水質データベース」（国土交通省） 

・「公共用水域水質測定結果」（東京都） 

最新の資料を

参考とする。 

2.水域の状況（河川の状況） ・「公共用水域水質測定結果」（東京都） 

3.気象の状況 ・「気象統計情報」（気象庁） 

4.公共用水域等の利用の状況 
・「日野市河川・農業用水路図」（国土交通省） 

・「事業概要」（東京都） 

5.発生源の状況 
・「東京都土地利用現況図」（東京都） 

・「日野都市計画図」（日野市） 

・「八王子都市計画図」（八王子市） 

6.法令による基準等 

・「環境基本法」（平成５年法律第91号） 

・「水質汚濁に係る環境基準について」 

（昭和46年環境庁告示第59号） 

・「水質汚濁防止法」（昭和45年法律第138号） 

・「環境確保条例」（平成12年東京都条例第215号） 

・「環境確保条例施行規則」（平成13年東京都規則第34号） 
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表 8.2.11 調査方法（現地調査） 

調査事項 調査範囲･地点 調査時期･期間等 調査（測定）方法 

1.水質等の状況 

a.浮遊物質量：SS 

b.水素イオン濃度：pH 

c.水底の土砂の状況 

浮
遊
物
質
量 

計画道路及びその

周辺とし、計画道

路周辺を代表する

２地点を設定す

る。（図 8.2.4参照） 

４季節について

測定を行う。 

・春季 

・夏季 

・秋季 

・冬季 

「水質調査方法」（昭和46年９月30日環水管

第30号）等に準拠し採水を行い、「水質汚濁

に係る環境基準について」（昭和46年12月28

日環境庁告示第59号）に定められる方法に

より分析する。 

水
素
イ
オ
ン
濃
度 

橋脚を設置する可

能性がある浅川を

設定する。 

（図 8.2.4参照） 

４季節について

測定を行う。 

・春季 

・夏季 

・秋季 

・冬季 

「水質調査方法」（昭和46年９月30日環水管

第30号）等に準拠し採水を行い、「水質汚濁

に係る環境基準について」（昭和46年12月28

日環境庁告示第59号）に定められる方法に

より分析する。 

水
底
の
土
砂
の
状
況 

橋脚を設置する可

能性がある浅川を

設定する。 

（図 8.2.4参照） 

季節を問わず 

１回行う。 

「底質調査方法」（平成24年8月、環境省水・

大気環境局）等に準拠し採取を行い、JIS A 

1204に準拠した土の粒度試験方法により分

析する。 

2.水域の状況（河川の状況） 

a.流量 

計画道路及びその

周辺とし、計画道

路周辺を代表する

２地点を設定す

る。（図 8.2.4参照） 

４季節について

測定を行う。 

・春季 

・夏季 

・秋季 

・冬季 

「水質調査方法」（昭和46年９月30日環水管

第30号）の「流量測定方法」等に定める方

法により測定する。 



 

1
0
7
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 

図 8.2.4 水質等、水域調査地点位置図 

水質等、水域現地調査地点 

地点番号 河川・用水路 
地点１ 川北用水 
地点２ 浅 川 
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 (3) 予測及び評価の方法 

予測及び評価の方法は、表 8.2.12 に示すとおりである。 

 
表 8.2.12 予測及び評価の方法 

予測事項 
予測の 

対象時点 
予測地域･地点 予測方法 評価方法 

工 

事 

の 

施 

行 

中 

施設の建設に伴

う水の濁り（SS）

の濃度、水底の掘

削に伴う水の濁

り（SS）の濃度、

水底の掘削に伴

う水の汚れ（pH）

の状態 

施設の建設に

伴う 水の濁

り、水底の掘

削に伴う水の

濁り及び水の

汚れに係る環

境影響が最大

となる時点 

予測地域は、公共用

水域において、施設

の建設及び水底の

掘削を予定してい

る水域とする。 

予測地点は、施設の

建設による水の濁

り、水底の掘削によ

る水の濁り及び水

の汚れの影響を受

ける水域の範囲と

する。 

事例の引用又は

解析による手法

により予測する。 

予測の結果及び以下に示す評

価の指標に基づき、地域の特性

及び環境保全のための措置を

勘案して評価する。 

 

＜評価の指標＞ 

水質等の状況に著しい影響を

及ぼさないこと 
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8.2-4 土壌汚染 

 (1) 調査事項 

調査事項及びその選定理由は、表 8.2.13 に示すとおりである。 

 
表 8.2.13 調査事項及びその選定理由 

調査事項 選 定 理 由 

1.土地利用の履歴等の状況 

2.土壌汚染の状況 

3.法令による基準等 

計画道路のうち一部の区間については、土地利用の履歴等から土

壌汚染のおそれがないものと判断できないことから、計画道路及

びその周辺について、左記の事項に係る調査が必要である。 

 
 (2) 調査方法 

調査方法は、既存資料調査とする。 

調査方法は、表 8.2.14（既存資料調査）に示すとおりである。 

 
表 8.2.14 調査方法（既存資料調査） 

調査事項 調査範囲等 使用する主な資料 備 考 

1.土地利用の履歴等の状況 

計画道路 

及び 

その周辺 

・「旧地形図」（国土地理院） 

・「航空写真」（国土地理院） 

・「住宅地図」（株式会社ゼンリン） 

最新の資料を

参考とする。 

2.土壌汚染の状況 

・「土壌汚染対策法の施行状況及び土壌汚染調査・対

策事例等に関する調査結果」（環境省） 

・「要措置区域等の指定状況」（東京都） 

3.法令による基準等 

・「環境基本法」（平成５年法律第91号） 

・「土壌汚染対策法」（平成14年法律第53号） 

・「ダイオキシン類対策特別措置法」 

（平成11年法律第105号） 

・「土壌汚染対策法施行規則」 

（平成14年環境省令第29号） 

・「土壌の汚染に係る環境基準について」 

（平成３年環境庁告示46号） 

・「ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁（水

底の底質の汚染を含む。）及び土壌の汚染に係る環

境基準について」（平成11年環境庁告示第68号） 

・「環境確保条例」（平成12年東京都条例第215号） 

・「環境確保条例施行規則」（平成13年東京都規則第34号） 
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 (3) 予測及び評価の方法 

予測及び評価の方法は、表 8.2.15 に示すとおりである。 

 
表 8.2.15 予測及び評価の方法 

予測事項 予測の 
対象時点 予測地域･地点 予測方法 評価方法 

工 

事 

の 

施 

行 

中 

工事の施行に伴

う土壌汚染の新

たな土地への拡

散の可能性の有

無 

工事の施行中

において建設

発生土が排出

される時点 

予測地域は、計

画道路内にお

いて汚染され

た土壌が存在

する可能性が

ある範囲とす

る。 

既存資料調査結果及び

施工計画の内容を踏ま

えて定性的に予測す

る。 

予測の結果及び以下に示す評

価の指標に基づき、地域の特性

及び環境保全のための措置を

勘案して評価する。 
 
＜評価の指標＞ 
新たな地域に土壌汚染を拡散

させないこと 



111 

8.2-5 地盤 

 (1) 調査事項 

調査事項及びその選定理由は、表 8.2.16 に示すとおりである。 

 
表 8.2.16 調査事項及びその選定理由 

調査事項 選 定 理 由 

1.地盤の状況 

2.地下水の状況 

3.地盤沈下の状況 

4.土地利用の状況 

5.法令による基準等 

工事の施行中における地下構造物の掘削工事及び工事の完了後

における地下構造物の存在により、地盤への影響を及ぼすおそれ

があることから、計画道路及びその周辺について、左記の事項に

係る調査が必要である。 

 
 (2) 調査方法 

調査方法は、既存資料調査及び現地調査とする。 

調査方法は表 8.2.17（既存資料調査）及び表 8.2.18（現地調査）に、調査地点は図 8.2.5 に

示すとおりである。 

 
表 8.2.17 調査方法（既存資料調査） 

調査事項 調査範囲等 使用する主な資料 備 考 

1.地盤の状況 

計画道路 

及び 

その周辺 

・「東京都総合地盤図（Ⅱ）」（東京都） 

最新の資料を

参考とする。 

2.地下水の状況 

・「都内の地下水揚水の実態（地下水揚水量調査報告書）」

（東京都） 

・「東京の湧水マップ」（東京都） 

・「湧水量及び地下水位計測調査業務委託報告書」（日野市） 

3.地盤沈下の状況 ・「水準基標測量成果表」（東京都） 

4.土地利用の状況 

・「東京都土地利用現況図」（東京都） 

・「日野都市計画図」（日野市） 

・「八王子都市計画図」（八王子市） 

5.法令による基準等 ・「環境確保条例」（平成12年東京都条例第215号） 

 
表 8.2.18 調査方法（現地調査） 

調査事項 調査範囲･地点 調査時期･期間等 調査（測定）方法 

1.地盤の状況 

a.地層構造 

b.地盤の透水性 

計画道路のうち地下構造

部及びその周辺を代表す

る４地点を設定する。 

（図 8.2.5参照） 

季節を問わず 

１回行う。 
ボーリング調査とする。 

2.地下水の状況 

a.地下水位 

計画道路のうち地下構造

部及びその周辺を代表す

る４地点を設定する。 

（図 8.2.5参照） 

１年間連続測定

を行う。 
観測孔による測水調査とする。 

 



 

1
1
2
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 8.2.5 地盤、地下水調査地点位置図 

地盤、地下水現地調査地点 
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 (3) 予測及び評価の方法 

予測及び評価の方法は、表 8.2.19 に示すとおりである。 

 
表 8.2.19 予測及び評価の方法 

予測事項 予測の 
対象時点 予測地域･地点 予測方法 評価方法 

工 

事 

の 

施 

行 

中 

地下構造部の掘

削工事に伴う地

盤の変形の範囲

及びその程度 

地下構造部に

おいて掘削工

事等を実施す

る時点 

予測地域は、地

下構造部の掘

削工事により

地盤の変形が

生じるおそれ

のある範囲と

し、計画道路周

辺とする。 

施工計画及び現地調査

結果等を踏まえて定性

的に予測する。 

予測の結果及び以下に示す評

価の指標に基づき、地域の特

性及び環境保全のための措置

を勘案して評価する。 
 
＜評価の指標＞ 
地盤の変形により周辺の建築

物等に影響を及ぼさないこと 

地下構造部の掘

削工事に伴う地

下水の水位及び

流況の変化の程

度、地盤沈下の範

囲及びその程度 

地下構造部に

おいて掘削工

事等を実施す

る時点 

予測地域は、地

下構造部の掘

削工事により

地盤沈下が生

じるおそれの

ある範囲とし、

計画道路周辺

とする。 

施工計画及び現地調査

結果等を踏まえて定性

的に予測する。 

予測の結果及び以下に示す評

価の指標に基づき、地域の特

性及び環境保全のための措置

を勘案して評価する。 
 
＜評価の指標＞ 
地盤沈下により周辺の建築物

等に影響を及ぼさないこと 

工 
事 
の 
完 
了 
後 

地下構造物の存

在に伴う地盤の

変形の範囲及び

その程度 

工事完了後一

定期間を経過

した時点 

予測地域は、地

下構造物の存

在により地盤

の変形が生じ

るおそれのあ

る範囲とし、計

画道路周辺と

する。 

事業計画及び現地調査

結果等を踏まえて定性

的に予測する。 

工事の施行中と同様とする。 

地下構造物の存

在に伴う地下水

の水位に及び流

況の変化の程度、

地盤沈下の範囲

及びその程度 

工事完了後一

定期間を経過

した時点 

予測地域は、地

下構造物の存

在により地盤

沈下が生じる

おそれのある

範囲とし、計画

道路周辺とす

る。 

事業計画及び現地調査

結果等を踏まえて定性

的に予測する。 

工事の施行中と同様とする。 
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8.2-6 水循環 

 (1) 調査事項 

調査事項及びその選定理由は、表 8.2.20 に示すとおりである。 

 
表 8.2.20 調査事項及びその選定理由 

調査事項 選 定 理 由 

1.水域の状況（地下水等の状況） 

2.気象の状況 

3.地形･地質及び土質等の状況 

4.土地利用の状況 

工事の施行中における地下構造物の掘削工事及び工事の完了後に

おける地下構造物の存在により、水循環（地下水）への影響を及

ぼすおそれがあることから、計画道路及びその周辺について、左

記の事項に係る調査が必要である。 

 
 (2) 調査方法 

調査方法は、既存資料調査及び現地調査とする。 

調査方法は表 8.2.21（既存資料調査）及び表 8.2.22（現地調査）に、調査地点は地盤、地下水

の調査地点として図 8.2.5 に示したとおりである。 

 
表 8.2.21 調査方法（既存資料調査） 

調査事項 調査範囲等 使用する主な資料 備 考 

1.水域の状況（地下水

等の状況） 

計画道路 

及び 

その周辺 

・「東京の湧水マップ」（東京都） 

・「湧水量及び地下水位計測調査業務委託報告書」（日野市） 

最新の資料を

参考とする。 

2.気象の状況 ・「気象統計情報」（気象庁） 

3.地形･地質及び土質

等の状況 

・「地形図」（国土地理院） 

・「東京都総合地盤図（Ⅱ）」（東京都） 

・「地形分類図（八王子・藤沢・上野原）」（東京都） 

・「表層地質図（八王子・藤沢・上野原）」（東京都） 

・「土壌図（八王子・藤沢・上野原））」（東京都） 

4.土地利用の状況 

・「東京都土地利用現況図」（東京都） 

・「日野都市計画図」（日野市） 

・「八王子都市計画図」（八王子市） 

 
表 8.2.22 調査方法（現地調査） 

調査事項 調査範囲･地点 調査時期･期間等 調査（測定）方法 

1.水域の状況（地下水

等の状況） 

a.地下水位 

計画道路のうち地下構造

部及びその周辺を代表す

る４地点を設定する。 

（図 8.2.5 参照） 

１年間連続測定

を行う。 
観測孔による測水調査とする。 

2.地形･地質及び土質

等の状況 

a.地層構造 
b.地盤の透水性 

計画道路のうち地下構造

部及びその周辺を代表す

る４地点を設定する。 

（図 8.2.5 参照） 

季節を問わず 

１回行う。 
ボーリング調査とする。 
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 (3) 予測及び評価の方法 

予測及び評価の方法は、表 8.2.23 に示すとおりである。 

 
表 8.2.23 予測及び評価の方法 

予測事項 予測の 
対象時点 予測地域･地点 予測方法 評価方法 

工 

事 

の 

施 

行 

中 

地下構造部の掘

削工事に伴う地

下水の水位、流況

の変化の程度、流

動阻害の変化の程

度 

地下構造部に

おいて掘削工

事等を実施す

る時点 

予測地域は、地

下構造部の掘

削工事により

地下水の水位、

流況の変化が

生じるおそれ

のある範囲と

し、計画道路周

辺とする。 

施工計画及び現地調査

結果等を踏まえて定性

的に予測する。 

予測の結果及び以下に

示す評価の指標に基づ

き、地域の特性及び環境

保全のための措置を勘

案して評価する。 
 
＜評価の指標＞ 
地下水、湧水等の状況に

著しい影響を及ぼさな

いこと 

工 
事 
の 
完 
了 
後 

地下構造物の存

在に伴う地下水

の水位、流況の変

化の程度、流動阻

害の変化の程度 

工事完了後一

定期間を経過

した時点 

予測地域は、地

下構造物の存

在により地下

水の水位、流況

の変化が生じ

るおそれのあ

る範囲とし、計

画道路周辺と

する。 

事業計画及び現地調査

結果等を踏まえて定性

的に予測する。 

工事の施行中と同様と

する。 


